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１．はじめに 
日本は例外的に急速な物的・人的資本蓄積によって高い経済成長率を達成してきた。表
1.1 は日本経済と米国経済の成長会計を比較しているが（それぞれ、Jorgenson, Ho, and Stiroh 





表 1.1  
実際、日本では資本係数の上昇につれ、物的資本の収益率が低下してきた。OECD 諸国の
資本蓄積と資本収益率を比較した Pyo and Nam (1999)は、 日本と韓国が他の OECD 諸国と比
較してより急速な資本蓄積を達成した一方、他国より激しい資本収益率の低下に見舞われ
たことを報告している。 










                                                        
1 Godo  (2001)はそれまで続いていた日本の平均教育年数の米国のそれへのキャッチ ・ アップ
が 1980 年代後半に減速したとの結果を得ている。   2
化の過程で、要素価格均等化メカニズムが限界生産力低減効果を相殺するからである。日










輸出で 44.5％に達している。 1990 年においては 9 ヶ国・地域のシェアは日本の製品輸入元、
輸出先のそれぞれ 27.4％、29.5％であったから、東アジア諸国はこの時期、日本にとって製
品供給国としての重要度を急速に高めたと言えよう。 
近年の日本の対東アジア貿易拡大は、 二つの特徴を持っている。 第一に、 Fukao, Ishido, and 




示したように、経済産業省の『第 33 回海外事業活動基本調査』によれば、2002 年度におい
て、日本の東アジア 9 ヶ国・地域からの輸入の 45.3％、輸出の 27.7％は、日系生産現地法
人によって行われていた。また Fukao, Ishido, and Ito (2003)や石戸・伊藤・深尾・吉池（2005）
は、日本と東アジア諸国間の垂直的産業内貿易の急拡大において日本の対外直接投資が重
要な役割を果たしたことを検証している。   3











推計し、国内生産要素市場に与えた影響を評価する。  第 3 節では、  産業レベルの生産・
要素投入統計を用いて、日本において物的・人的資本集約的な産業が拡大したか否かを検










2.1  日本の貿易構造変化   4
過去 20 年の間に、原油価格の下落も寄与して日本の輸入・GDP 比率は次第に下落してき
たが、製品輸入は経済成長以上に急速に拡大した（表 2.1） 。日本の貿易統計によれば、製
品輸入で特に拡大したのは、電気機器と衣服や木製品などの労働集約財であった（Ito and 
Fukao 2005 参照） 。GDP に占める製造業のシェアが縮小したため、製品輸入の製造業付加価
値に対する比率は、1985 年の 15.5％から 2002 年には 31.4％まで、15.9 パーセント・ポイン
ト上昇した（表 2.1） 。これは製造業の空洞化が話題となった 1980 年代米国で起きたことと
ほぼ同規模の変化であったと言える。 Sachs and Shatz (1994)  によれば、 米国ではこの比率は、
1978 年の 18.3％から 1990 年には 30.7％まで上昇した。
2 
表 2.1 を挿入 
SITC(標準国際貿易分類)1 桁分類レベルで見た日本の輸出パターンは、この時期概ね安定




第 1 節で説明したように、 日本の輸出入相手として、 東アジア諸国の重要度が高まったが、  
ほぼすべての製造業業種において、日本の輸出・輸入それぞれに占める東アジア 9 ヶ国・
地域のシェアが増加している。つまり、日本とそれらアジア諸国との間で産業内の双方向




                                                        
2 1974-93 年の米国、カナダ、英国、日本の輸出シェアと輸入浸透度を分析した Campa and 
Goldberg (1997)  は、日本の輸入浸透度が他の諸国と比較して異常に低く、安定しているこ
とを指摘している。しかし、もし最近の統計を使って同様の分析を行えば、彼らとは異な
った結果が得られると考えられる。 
3  経済産業省（1999）によれば、日本の対アジア輸出に占める機械部品の割合は、1990 年
の 31.7％から 98 年の 40.2％へと上昇した。 また資本財 （この中には一部の機械部品を含む）
のシェアは同時期に 53.2％から 56.8％へと上昇した。   5
の伸びが大きかった。また、例えば事務用・電気機器について SITC2 桁・3 桁レベルで日本
の対中国・香港貿易を見ると、日本は比較的労働集約的な製品（テレビ受像機、ラジオ放
送受信機、家庭用電気機器など）については純輸入国、比較的技術集約的な製品について





ることを示している。日本の貿易統計と JIP（Japan Industrial Productivity）データベースを
利用して、より詳細にこのような双方向貿易のパターンを見てみよう。
5  JIP データベース
は、特に産業レベルの生産性分析を目的に、84 業種（製造業部門 35 業種、非製造業部門
49 業種）についてのさまざまなデータを 1970～90 年代末について収録している。 
図 2.1 を挿入 
図 2.1(a)  は、2002 年における垂直的産業内貿易（VIIT、品質によって差別化された財の
双方向貿易と定義する） 、広義のアウトソーシング、狭義のアウトソーシングの指標を表し
ており、  図 2.1(b)  は、1988－2002 年における各指標の年平均伸び率を表している。
6 
Greenaway, Hine, and Milner (1995)  や  Fontagné, Freudenberg, and Péridy (1997)  などの先行研
究に従い、  各品目について、ある 2 国間の輸出・輸入各々の単位価格の差が輸出品と輸入
品の品質の差を表すという仮定に基づいて、 VIIT 指標を計測している。また、広義・狭義
のアウトソーシング指標は Feenstra and Hanson (1999) の方法に従って計算されている。広




理機器（SITC2 桁分類で 75） 、通信・録音機器（同 76）においてそれぞれ 11.4 倍、43.9 倍
と極めて高い（Statistics Canada, World Trade Analyzer に基づく 1999 年に関するデータ） 。
STIC3 桁分類で見ても、事務用機器（751） 、情報処理機器（752） 、テレビ（761）等におい
てこの比率が高く、産業内貿易が活発であることが分かる。 
5 JIP データベースについては、深尾他 (2003) を参照されたい。 
6 VIIT、広義・狭義のアウトソーシング指標については、補論 3 と 4 で説明する。   6
義のアウトソーシング指標は、全ての工業部門からの輸入中間投入額と全ての工業部門か
らの中間投入総額との比率として計算し、狭義のアウトソーシング指標は、自部門からの
輸入中間投入額と  全ての工業部門からの中間投入総額との比率である。 図2.1(a)  を見ると、




















2.2  日本の製品貿易に体化された生産要素   7







こで本論文では、84 業種（製造業部門 35 業種、非製造業部門 49 業種）の JIP 業種レベル
で、ファクターコンテンツの分析を行う。 
  我々の以前の研究（Ito and Fukao 2005）においては、より詳細な産業レベル（製造業 103
業種）で 1980～2000 年のファクターコンテンツの分析を行っている。ただし、サービス業
に関しては詳細産業レベルで相手国別貿易額や生産要素集約度のデータが存在しないため、
Ito and Fukao (2005)では非製造業を経由した間接的な中間投入は全く考慮されなかった。ま
た、製造業に関しても、詳細産業レベルで時系列の職種別データが得られないために、1990
年における生産要素集約度と 1990 年時点の投入係数が 1980－2000 年の期間で不変であっ
たと仮定して分析している。つまり、我々の過去の研究では、分析期間中における生産要
素集約度の変化と非製造業部門を経由した間接的な中間投入を考慮していない。本論文で





  t 年（本論文の分析では、t=1980、1990、2002 年である）における日本の貿易のファクタ
ーコンテンツは次のように算出される。 
                                                        
7  集計バイアスの問題に関しては、Feenstra and Hanson (2000)を参照されたい。 
8  ただし、集計バイアスの点においては問題が残る。   8
t t T A I D X
1 ) (
− − = t t                       （ 3.1） 
ここで、 （K×1）ベクトル Xt=[xk,t]  は、t 年の日本の貿易に体化された生産要素 k の総量で
ある。 （K×J）行列 Dt=[dk,jt]  は、t 年の産業 j における産出 1 単位あたりに直接投入された
生産要素 k の総量を示している。 （J×J）行列 Atは、t 年の投入係数行列であり、 （J×1）ベ
クトル Ttは、t 年の産業 j における純輸出を表している。
9 
本論文では、1980、1990 年の JIP データベースの産業連関表を用いて、投入係数行列の
























2002 年においては、日本の純輸出に体化された生産労働者は約 87 万人で、これは日本の全
生産労働者数の 4.5％、または製造業の全生産労働者数（約 811 万人）の 10.7％に相当する
値である。
12  同様に、純輸出に体化された非生産労働者数は全非生産労働者数の 1.8％、
純輸出に体化された熟練労働者数と非熟練労働者数はそれぞれ国内全体の要素賦存量の
3.2％、2.5％となっている。さらに、純輸出に体化された資本ストックは、国内全体の要素













以上のように、過去 20 年間の貿易パターン変化を 3 桁産業レベルで見ると、日本は海外
との間の国際分業を深化させ、このような産業間貿易の変化は日本国内における物的資本
                                                        
11 1980、90、2002 年の 3 時点についてファクターコンテンツを計測したが、紙幅の制約の
ため、90 年の計測結果は省略した。 





















表 2.2 を挿入 





















図 3.1 が示すように、1980～2002 年の期間において、製造業における非生産労働者の割合
は、27.5％から 30.2％へと増加した。
14  熟練労働者の割合については、製造業では 2.8％か
ら 6.2％、経済全体では 7.2％から 13.4％へと上昇した。 
図 3.1 を挿入 
                                                        
13  労働データをいかに整理したかについては、補論を見られたい。 
14  ただし、非生産労働者の割合は、1995 年にピーク値、31.6％を記録したあと、やや下落
した。これは企業が長期不況の下で、管理職や販売従業者等を削る努力をしたためと考え
られる。   12
日本の資本労働比率 （1990 年価格で測った実質資本ストックを従業者数で割った値） は、
2000 年代に入って上昇が減速したものの、1970～2002 年全体で見ると、日本のマクロ経済
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Piは産業 i における資本労働比率 Ki/Liおよび非生産（または熟練）労働者の割合 Lsi/Liを表






め、JIP データベースの産業別データを用いて分解を行った。これは製造業 35 産業、非製
造業 48 産業別のデータである。業種分類が粗い分だけ、我々の産業内効果は過大に推定さ
れる可能性が高いことに注意する必要がある。   13
要因分解の結果は表 3.1 と表 3.2 に報告されている。1970～2002 年の期間について資本労






















れらの要因が働いた可能性が大きいことを示唆している。   14
 
4.  日本の産業内貿易と産業内の生産要素集約度変化の決定要因 



















には、 2 国における生産要素需要にそれぞれ大きな影響が生じている可能性がある。 つまり、
VIIT の増加は日本の物的・人的資本集約度を増加させると予想できる。 
                                                        
15  米国の詳細な産業レベルデータを利用して、Feenstra and Hanson (1996a, 1996b, 1999)は海
外へのアウトソーシングが賃金格差に与えた影響を推計している。また、Hijzen, Görg and 
Hine (2003)も英国について同様な分析を行っている。   15
国際分業が生産要素需要に与える影響を分析した研究は日本ではまだあまり多くないが、
いくつかの先行研究では、国際分業と国内の熟練労働シェアとの間に正の関係が見出され
ている。例えば、櫻井（2000）は、1987～90 年の製造業 39 業種のデータを利用して、海外
へのアウトソーシングが非生産労働者需要に与えた影響を分析している。しかし、分析期
間が短いためか、彼の分析では両者の間にあまり明確な関係は見出されなかった。また、










本節では、1988～2002 年の製造業 35 業種のデータを利用して、国際分業が熟練労働需要
に与えた影響について、国際分業度を示すさまざまな指標を用いて検証する。Fukao, Ishido 




                                                        
16  佐々木・桜 （2004） は、 大卒労働者を 「熟練労働者」 と見なしているのに対し、 Ito and Fukao 
(2005)  では専門的・技術的職業従事者と管理的職業従事者を「熟練労働者」と見なしてい
る。佐々木・桜（2004）の回帰分析における被説明変数は、Mincer タイプの賃金関数を推
定して計算した熟練労働者の賃金シェアである。一方、Ito and Fukao (2005)  は、詳細産業レ
ベルで職種別賃金データが存在しないため、被説明変数として熟練労働者（または非生産






表 4.1 に、1988～2002 年における各変数の年平均成長率の相関係数を示したが、熟練労働





表 4.1 を挿入 
そこで、VIIT やアウトソーシングなどの国際分業指標が、国内の各産業内における熟練
労働シフトをもたらしているのかどうか、回帰分析によって検証する。Berman, Bound and 
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ϕ δ
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      (4.1) 
ここで、Ciは産業 i における可変費用、wijは職種 j の労働者の賃金、xikは固定的な生産要素
k の投入または産出を表す。上のトランスログ費用関数を賃金について微分すると、賃金総
                                                        
17  国境を越えた生産・販売ネットワーク、工程間分業については、木村・安藤の諸論文の
中で詳細に議論されている（Kimura and Ando 2003、Ando and Kimura 2003） 。   17
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ハードウェア、IT ソフトウェア、非 IT 資本ストックである。つまり、我々はスキル偏向的
技術進歩（SBTC）が熟練労働需要に与える影響についても考慮する。
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(4.3) 
である。ここで、IThard、  ITsoft、NonIT  はそれぞれ、IT ハードウェアストック、 IT ソフ
トウェアストック、非 IT 資本ストックである。VA は各産業 i の付加価値であり、RDexp/VA 
は付加価値に対する研究開発支出の比率をとったもので技術変化の指標である。 Global  は、
                                                        















推計結果は、表 4.2、表 4.3 のとおりである。表 4.2 は、国際分業指標として、VIIT とア
ウトソーシングといった貿易指標を用いた場合の結果であるが、対全世界 VIIT 総額の変数
については統計的に有意な正の係数が推定された。つまり、VIIT の増加は熟練労働者シェ










                                                        
19  操作変数を用いない場合の推計結果は付表 3、4 に示した。操作変数を用いた場合と概ね







表 4.2 を挿入 




























5. 結 論  
本論文では、国際分業の進展が国内の物的・人的資本の深化に与えた影響を分析し、主








                                                        
20  Head and Ries (2002)  は 1965～90 年までの日本の企業レベルのデータを用いて、 日本企業
の海外活動の大きさと国内従業者の技能労働シフトとの関係を分析し、両者の間で正の関
係を見出している。一方、Slaughter (2000)  は、1977－99 年の産業別データを用いて、米国
系多国籍企業の海外活動が米国内の熟練労働シフトに与えた影響を分析しているが、有意
な結果は得られていない。海外活動と国内熟練労働シフトに関しては、さらなる研究蓄積





貿易の進展が大きな正の影響を与えていることが示された。表 4.2 の（2）式の対アジア 9
ヶ国 VIIT 変数の係数を利用して、アジアとの垂直的産業内貿易の増加が熟練労働シェアに
与える影響を概算することができる。例えば、対アジア VIIT 総額が製造業平均で 10％増加
したとすれば、 熟練労働者シェアは約 0.02％ポイント上昇する。 図 3.1 で示したように、 1988
－2002 年の期間で製造業における全従業者に占める熟練労働者のシェアは 5.21％から
6.21％まで 1.01％ポイント増加している。つまり、年平均で約 0.07％ポイントずつ上昇した
と考えられる。この数値と 0.02％ポイントを比較すれば、対アジア VIIT 総額の平均 10％の
増加は、製造業全体の熟練労働者シェア上昇分の 2～3 割程度を説明できることになる。実
際、1988－2002 年の期間に、国内生産額に対する対アジア VIIT 総額は製造業平均で年率約
23％ずつ増加した。これは、熟練労働者シェアを年平均で約 0.04％ポイント押し上げてお




















1.  生産要素投入のデータ 
  生産要素投入のデータ（実質資本ストックと労働投入）は、主に日本産業生産性データ
ベース（JIP データベース）のデータを用いた。 1999 年以降のデータは JIP データベース
に含まれていないため、  JIP データを延長する形で 1999 年～2002 年の生産要素投入データ
を作成した。資本ストックデータの延長については、この補論 A の 5 節で説明する。労働
者数データについては、総務省『1999 年事業所企業統計調査』と『2004 年事業所企業統計
調査  速報結果』 における業種別の年平均従業者数成長率を用いて、 1998 年のデータを 2002
年まで延長した。 
 










3.  閾値に基づいた産業内貿易指標の計測について 
垂直的および水平的産業内貿易の動向を観察するために、 Greenaway, Hine and Milner （1995） 、




プに分類する。 すなわち(1)産業間貿易 （一方向貿易とも呼ばれる、 以下 OWT と略記する） 、
(2)水平的に差別化された産業内貿易（商品の特性により製品が差別化されている場合、以
下 HIIT） 、 および(3)垂直的に差別化された産業内貿易 （品質により製品が差別化されている
場合、以下 VIIT）である。以下のように変数を定義すると 
Mkk’j：k 国における k’国からの j 財の輸入額 
Mk’kj:：k’国における k 国からの j 財の輸入額 
UVkk’j：k 国における k’国からの j 財の輸入平均単価 
UVk’kj：k’国における k 国からの j 財の輸入平均単価 
付表 2 に示すような判別基準により上記(1)、(2)、(3)の 3 つの貿易タイプを決定する。それ




















                (A1) 
で算出される。 
  産業内貿易指数の算出にあたり、財務省より提供されている日本の貿易統計データを用
いた。これは HS88（Harmonized commodity description and coding System revised in 1988）  ま
たは HS96 (HS revised in 1996) に基づく輸出入データを 9 桁レベルで掲載しており、1988
年から入手可能である。しかし同データは、日本からの輸出が f.o.b.ベース、日本の輸入が
c.i.f.ベースで掲載されているため、注意を要する。我々は、HIIT  の閾値を輸出入の単価比
率が 1/1.25（約 0.8）から 1.25 の範囲としており、ヨーロッパ等における先行研究が主に用
いている±15％基準よりも広くすることにより、この問題に対応している。 
 
付表 2.    貿易タイプの分類 
貿易タイプ  貿易額の乖離による区分  単価の乖離による区分 
一方向貿易 




kj k j kk












kj k j kk



















kj k j kk






















4.  アウトソーシングの指標について 
  Feenstra and Hanson (1999)  などの先行研究に従い、 海外へのアウトソーシングの度合いを
表す指標を以下のように計測する。 
  各産業 i（JIP 業種分類に基づく）について、輸入中間財の投入額は、 
   ∑ j｛ （産業 i による財 j の購入額）×（財 j の輸入額／財 j の国内需要） ｝   （ A2） 





藤産業分類（製造業部門で 246 業種）に基づいて、それぞれの業種への投入係数を計算し、  25
深尾 ・ 伊藤産業分類毎に輸入中間投入額を算出し、 それを JIP 業種分類毎に集計した。
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IT ハードウェア（百万円、1990 年価格） 
   1998 年までのデータは JIP データベースのデータを利用した。情報技術関連の物的
資本（IT ハードウェア）には、オフィス機器、コンピュータ、コンピュータ周辺機器、通
信機器、光学機器、医療機器が含まれる。1999 年以降のデータは、日本経済研究センター




IT ソフトウェア（百万円、1990 年価格） 
   JIP データベース、日本経済研究センターの IT データ、元橋 (2002) と Jorgenson  and 
Motohashi (2003)で推計されたソフトウェア投資のデータをもとに、情報技術関連のソフト
ウェアストックのデータを作成した。





非 IT 資本ストック（百万円、1990 年価格） 
   1998年までの物的資本ストックデータはJIPデータベースを利用した。 1999年―2001
年については、まず、経済産業省『工業統計表』の 4 桁産業分類別の有形固定資産増加額
を JIP 業種分類別に集計した。さらに内閣府『国民経済計算年報』から有形固定資産の総固
定資本形成のデフレータを算出し、 これを用いて JIP 業種別の有形固定資産増加額を実質化
した。 減耗率を 10％と仮定して、 1998 年の実質物的資本ストックを 2001 年まで延長した。
さらに、2002 年については、日本経済研究センターによる産業別実質資本ストックの 2001
―2002 年の成長率を用いて、データを延長した。非 IT 資本ストックデータは、物的資本ス
                                                        
 
21  深尾・伊藤産業分類についての詳細については、深尾他（2003） 、Ito and Fukao (2005)を
参照のこと。深尾・伊藤産業分類は、基本的に総務省『1980－85－90  接続産業連関表』
の基本分類（産業連関表行コード＜7 桁＞）に対応している。 
22  日本経済研究センターの IT 関連データの利用を許可してくださった、学習院大学の宮川
努教授、日本経済研究センターの伊藤由樹子氏に感謝したい。 
23  ソフトウェア投資データを提供してくださった東京大学の元橋一之助教授にも深く感謝
したい。   26
トックから IT ハードウェアストックを引いた数値として定義される。 
 
付加価値（百万円、1990 年価格） 









   補 論 3 に述べた方法で算出した。 
 
対全世界 VIIT 総額／国内生産額（%） 
      この変数は、産業別に｛VIIT×（輸出＋輸入）／2／国内生産額｝により求めた。こ
こでは、 日本と世界の全ての国々との貿易において VIIT に分類される貿易額を捉えている。
国内生産額のデータは、1998 年までは JIP データベースを、それ以降は内閣府『SNA 産業
連関表』を利用した。 
 
対アジア 9 カ国 VIIT 総額／国内生産額（%） 




対非アジア 9 カ国 VIIT 総額／国内生産額（%） 
      上記の「対全世界 VIIT 総額／国内生産額」と同様な方法で計算したが、日本とアジ
ア 9 カ国以外の国との貿易において、VIIT に分類される貿易額を捉えている。 
 






   27
企業物価指数（1990 年＝100） 









付表 3、付表 4 を挿入 
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a b c=a-b d=c-e-f e f=g+h g h
1973-1995 2.78% 1.44% 1.33% 0.26% 0.27% 0.80% 0.37% 0.43%
1995-2000 4.07% 1.99% 2.07% 0.62% 0.21% 1.24% 0.87% 0.37%












a b c=a-b d=c-e-f e f=g+h g h
1973-83 3.56% 1.53% 2.03% -0.30% 0.65% 1.68% 0.16% 1.52%
1983-91 3.94% 1.79% 2.15% 0.40% 0.46% 1.29% 0.37% 0.92%




36தࠃɾ߳ߓ NIEs 3 ASEAN 4 ౦ΞδΞ9Χ
ࠃ߹ܭ
೔ຊͷ֤஍Ҭ͔Βͷ੡඼༌
ೖ૯ֹ a 6,823 3,333 3,012 13,168
b 2,794 938 2,237 5,968
b/a 40.9% 28.1% 74.3% 45.3%
೔ຊͷ֤஍Ҭ΁ͷ੡඼༌ग़
૯ֹ c 7,979 8,074 4,597 20,651
d 2,398 1,228 2,086 5,711


















1980 13.5% 4.5% 1.5% 25.6% 24.7% 17.7%
1985 10.0% 4.0% 1.4% 25.9% 25.0% 15.5%
1990 8.3% 4.7% 1.5% 24.7% 24.7% 19.0%
1995 7.5% 4.8% 1.2% 23.0% 20.6% 21.1%
2000 9.2% 6.1% 1.3% 21.8% 18.7% 27.8%





































































































1980 2002 1980 2002 1980
શੈք߹ܭ 2,817 3,125 1,026 2,256 1,791 870 (4.5%) -921 (-4.5%) -192 (-0.9%)
தࠃɾ߳ߓ 212 506 61 736 151 -230 (-1.2%) -381 (-1.9%) -266 (-1.3%)
NIEs 3 296 478 142 246 154 232 (1.2%) 78 (0.4%) 129 (0.6%)
ASEAN 4 183 286 54 248 129 38 (0.2%) -91 (-0.4%) -44 (-0.2%)
NAFTA 777 1,000 339 429 439 571 (3.0%) 133 (0.6%) 287 (1.4%)
EU 437 455 194 355 244 100 (0.5%) -144 (-0.7%) -40 (-0.2%)
ͦͷଞ 912 400 237 241 675 159 (0.8%) -516 (-2.5%) -258 (-1.3%)
ඇੜ࢈࿑ಇऀ
1980 2002 1980 2002 1980
શੈք߹ܭ 2,945 3,131 1,619 2,315 1,326 816 (1.8%) -510 (-1.1%) -267 (-0.6%)
தࠃɾ߳ߓ 230 503 78 584 152 -82 (-0.2%) -234 (-0.5%) -194 (-0.4%)
NIEs 3 327 508 186 254 142 254 (0.6%) 112 (0.2%) 159 (0.3%)
ASEAN 4 201 292 99 272 101 19 (0.0%) -82 (-0.2%) -68 (-0.1%)
NAFTA 777 973 546 519 231 454 (1.0%) 223 (0.5%) 236 (0.5%)
EU 447 461 254 377 193 84 (0.2%) -109 (-0.2%) -77 (-0.2%)




1980 2002 1980 2002 1980
શੈք߹ܭ 263 607 92 334 171 273 (3.2%) 102 (1.4%) 54 (0.7%)
தࠃɾ߳ߓ 19 94 4 77 15 17 (0.2%) 2 (0.0%) 1 (0.0%)
NIEs 3 28 100 10 46 18 54 (0.6%) 36 (0.5%) 27 (0.4%)
ASEAN 4 18 57 5 40 13 17 (0.2%) 4 (0.1%) 1 (0.0%)
NAFTA 74 191 33 78 41 113 (1.3%) 73 (1.0%) 56 (0.8%)
EU 43 93 17 58 25 34 (0.4%) 9 (0.1%) 1 (0.0%)
ͦͷଞ 82 72 23 35 59 38 (0.4%) -21 (-0.3%) -32 (-0.4%)
ඇख़࿅࿑ಇऀ
1980 2002 1980 2002 1980
શੈք߹ܭ 5,499 5,649 2,552 4,237 2,946 1,413 (2.5%) -1,534 (-2.6%) -513 (-0.9%)
தࠃɾ߳ߓ 423 915 135 1,243 288 -328 (-0.6%) -616 (-1.0%) -461 (-0.8%)
NIEs 3 595 886 318 454 277 432 (0.8%) 155 (0.3%) 260 (0.4%)
ASEAN 4 366 521 148 480 218 41 (0.1%) -177 (-0.3%) -112 (-0.2%)
NAFTA 1,481 1,783 852 871 629 912 (1.6%) 283 (0.5%) 467 (0.8%)
EU 841 824 430 674 411 150 (0.3%) -262 (-0.4%) -118 (-0.2%)
ͦͷଞ 1,793 721 670 514 1,123 207 (0.4%) -916 (-1.5%) -550 (-0.9%)
 (ஹԁɺ1990೥Ձ֨)
ࢿຊετοΫ
1980 2002 1980 2002 1980
શੈք߹ܭ 57.64 142.74 25.46 91.76 32.18 50.98 (3.9%) 18.80 (1.9%) -1.63 (-0.2%)
தࠃɾ߳ߓ 4.65 23.30 1.05 21.68 3.61 1.62 (0.1%) -1.98 (-0.2%) -2.79 (-0.3%)
NIEs 3 6.65 23.91 3.00 11.30 3.64 12.61 (1.0%) 8.97 (0.9%) 4.37 (0.4%)
ASEAN 4 4.26 13.66 1.54 11.04 2.72 2.62 (0.2%) -0.10 (-0.0%) -1.23 (-0.1%)
NAFTA 14.97 42.85 8.34 19.81 6.62 23.04 (1.8%) 16.41 (1.7%) 8.00 (0.8%)
EU 8.07 20.58 3.87 14.96 4.21 5.62 (0.4%) 1.42 (0.1%) -1.23 (-0.1%)





























































































































































1970-80 1980-90 1990-2002 1980-2002
ࢿຊ࿑ಇൺ཰ͷ੒௕ 7.82 5.09 3.05 3.97
࢈ۀؒޮՌ -0.29 -0.80 -0.04 -0.53
࢈ۀ಺ޮՌ 8.11 5.89 3.09 4.50
<ύωϧB> ࢿຊ࿑ಇൺ཰্ঢͷ෼ղɿ೔ຊܦࡁશମ
(೥཰ɺˋ)
1970-80 1980-90 1990-98 1980-2002
ࢿຊ࿑ಇൺ཰ͷ੒௕ 9.44 4.82 2.76 3.69
࢈ۀؒޮՌ 0.08 -0.65 -0.31 -0.57






γΣΞͷ੒௕཰ 1.03 ʵ0.09 0.42
࢈ۀؒޮՌ 0.14 0.12 0.14




γΣΞͷ੒௕཰ 6.36 1.47 3.66
࢈ۀؒޮՌ 0.72 0.46 0.57




γΣΞͷ੒௕཰ 4.18 1.77 2.86
࢈ۀؒޮՌ 0.93 1.59 1.26
࢈ۀ಺ޮՌ 3.26 0.18 1.60
ग़ॴɿJIPσʔλϕʔε͓Αͼ૯຿লʰࠃ੎ௐࠪʱ֤೥൛ද4.1ɹ૬ؔ܎਺ߦྻ
(d) (e) (f) (g) (h) (i) (j) (k)
(a) 1
(b) 0.296 * 1
(c) 0.162 0.524 *** 1
(d) 0.360 ** 0.219 0.296 * 1
(e) 0.282 0.091 0.153 0.573 *** 1
(f) 0.368 ** 0.085 0.553 *** 0.576 *** 0.219 1
(g) 0.025 0.199 0.206 0.028 -0.040 -0.143 1
(h) -0.061 0.095 0.019 0.0275 -0.074 -0.202 0.834 *** 1
(i) -0.023 0.231 0.247 -0.1052 -0.009 -0.186 0.865 *** 0.617 *** 1
(j) 0.473 *** 0.152 0.039 0.213 0.476 *** 0.095 0.174 -0.005 0.160 1
(k) 0.497 *** 0.245 0.158 0.311 * 0.283 0.300 * 0.126 -0.038 0.048 0.693 *** 1
஫ɿ֤ม਺͸ɺ֤࢈ۀʹ͓͚Δ1988೥ʙ2002೥·Ͱͷฏۉ೥੒௕཰Ͱ͋Δɻ

























    ࢈ۀͷશैۀऀʹ͓͚Δख़࿅࿑ಇऀ਺ͷγΣΞɿɹSKILLED
    ࢈ۀͷશैۀऀʹ͓͚Δඇੜ࢈࿑ಇऀ਺ͷγΣΞɿ NONPROD
(1)
0.1268 0.5045 ** -0.4027 0.6173
(0.51) (2.32) (-0.41) (0.64)
0.1115 * 0.0751 0.3375 0.2551
(1.76) (1.33) (1.34) (1.02)
1.4269 *** 0.5715 ** 3.8548 *** 1.5545
(4.40) (1.98) (2.99) (1.21)
෇ՃՁ஋ɹʢର਺஋ʣ 1.6955 *** 1.2142 *** 4.2165 *** 2.9561 ***
(6.60) (5.22) (4.12) (2.86)
ݚڀ։ൃඅʗ෇ՃՁ஋ 0.0861 0.5443 4.0048 * 5.4017 ***
(0.16) (1.22) (1.92) (2.72)






0.0023 0.0011 0.0484 0.0422
(0.26) (0.14) (1.36) (1.22)
0.0157 0.0021 0.1049 0.0790
(0.54) (0.08) (0.90) (0.68)
αϯϓϧ਺ 436 436 436 436
Wald-Chi
2 273.78 *** 353.08 *** 363.06 *** 377.45 ***
಺ੜม਺ɿ7**5ͱΞ΢τιʔγϯάͷ֤ม਺
       2) ͢΂ͯͷਪܭࣜ͸೥μϛʔΛؚΉ͕ɺͦͷਪఆ݁Ռ͸লུͨ͠ɻ
ɹɹ  3ʣ֤࢈ۀͷैۀऀγΣΞΛ΢ΣΠτͱͨ͠ύωϧਪܭͰ͋Δɻ





























    ࢈ۀͷશैۀऀʹ͓͚Δख़࿅࿑ಇऀ਺ͷγΣΞɿɹSKILLED
    ࢈ۀͷશैۀऀʹ͓͚Δඇੜ࢈࿑ಇऀ਺ͷγΣΞɿ NONPROD
(1)
0.3138 0.2785 0.1432 0.0008
(1.46) (1.27) (0.16) (0.00)
0.0927 * 0.0969 * 0.2913 0.3080
(1.66) (1.70) (1.25) (1.32)
0.1925 0.2427 1.2808 1.4819
(0.74) (0.91) (1.18) (1.36)
෇ՃՁ஋ɹʢର਺஋ʣ 0.6772 *** 0.6927 *** 2.2124 ** 2.2733 **
(2.78) (2.79) (2.18) (2.23)
ݚڀ։ൃඅʗ෇ՃՁ஋ 0.8382 * 0.8093 * 5.2297 *** 5.1132 ***





0.0851 *** 0.2071 **
(3.49) (2.06)
αϯϓϧ਺ 436 436 436 436
Wald-Chi
2 331.38 *** 322.26 *** 409.53 *** 406.56 ***
಺ੜม਺ɿւ֎׆ಈن໛Λද֤͢ม਺
       2) ͢΂ͯͷਪܭࣜ͸೥μϛʔΛؚΉ͕ɺͦͷਪఆ݁Ռ͸লུͨ͠ɻ
ɹɹ  3ʣ֤࢈ۀͷैۀऀγΣΞΛ΢ΣΠτͱͨ͠ύωϧਪܭͰ͋Δɻ








































    ࢈ۀͷશैۀऀʹ͓͚Δख़࿅࿑ಇऀ਺ͷγΣΞɿɹSKILLED
    ࢈ۀͷશैۀऀʹ͓͚Δඇੜ࢈࿑ಇऀ਺ͷγΣΞɿ NONPROD
(1)
0.3934 * 0.4409 ** 0.2567 0.3371
(1.94) (2.17) (0.30) (0.39)
0.0991 * 0.0892 * 0.3055 0.2889
(1.85) (1.66) (1.36) (1.28)
0.7719 *** 0.6684 *** 2.1076 ** 1.9326 *
(3.21) (2.74) (2.09) (1.88)
෇ՃՁ஋ɹʢର਺஋ʣ 1.3254 *** 1.2586 *** 3.1071 *** 2.9943 ***
(6.59) (6.20) (3.68) (3.50)
ݚڀ։ൃඅʗ෇ՃՁ஋ 0.5166 0.5138 4.4030 ** 4.3982 **
(1.23) (1.23) (2.49) (2.49)
0.0561 *** 0.1403 ***
(4.42) (2.64)




-0.0039 -0.0045 -0.0677 *** -0.0688 ***
(-1.05) (-1.23) (-4.37) (-4.42)
-0.0078 -0.0113 -0.0569 -0.0627
(-0.73) (-1.05) (-1.27) (-1.39)
αϯϓϧ਺ 436 436 436 436
Wald-Chi
2 361.64 *** 369.03 *** 461.08 *** 461.47 ***
       2) ͢΂ͯͷਪܭࣜ͸೥μϛʔΛؚΉ͕ɺͦͷਪఆ݁Ռ͸লུͨ͠ɻ
ɹɹ  3ʣ֤࢈ۀͷैۀऀγΣΞΛ΢ΣΠτͱͨ͠ύωϧਪܭͰ͋Δɻ



























    ࢈ۀͷશैۀऀʹ͓͚Δख़࿅࿑ಇऀ਺ͷγΣΞɿɹSKILLED
    ࢈ۀͷશैۀऀʹ͓͚Δඇੜ࢈࿑ಇऀ਺ͷγΣΞɿ NONPROD
(1)
0.4219 ** 0.4163 ** 0.3398 0.3047
(2.06) (2.03) (0.39) (0.35)
0.0959 * 0.0975 * 0.2970 0.3074
(1.77) (1.80) (1.29) (1.33)
0.4336 * 0.4655 * 1.7192 * 1.9259 *
(1.80) (1.92) (1.67) (1.86)
෇ՃՁ஋ɹʢର਺஋ʣ 1.0301 *** 1.0569 *** 2.8540 *** 3.0284 ***
(4.90) (4.99) (3.18) (3.35)
ݚڀ։ൃඅʗ෇ՃՁ஋ 0.7759 * 0.7622 * 5.1165 *** 5.0275 ***







αϯϓϧ਺ 436 436 436 436
Wald-Chi
2 344.45 *** 331.38 *** 412.75 *** 416.18 ***
       2) ͢΂ͯͷਪܭࣜ͸೥μϛʔΛؚΉ͕ɺͦͷਪఆ݁Ռ͸লུͨ͠ɻ
ɹɹ  3ʣ֤࢈ۀͷैۀऀγΣΞΛ΢ΣΠτͱͨ͠ύωϧਪܭͰ͋Δɻ
         ༗ҙਫ४͸ɺ* 10%ɺ ** 5%ɺ*** 1%ɹʢ྆ଆݕఆʣɻ
ग़ॴɿචऀܭࢉɻ
SKILLED SKILLED
(2)
NONPROD NONPROD
(4) (3)
ࡏΞδΞΧࠃݱ஍๏ਓैۀऀ਺
ʗࠃ಺ैۀऀ਺
ΞδΞ9ΧࠃҎ֎ͷݱ஍๏ਓैۀ
ऀ਺ʗࠃ಺ैۀऀ਺
஫ɿ 1) ׅހ಺ͷ਺஋͸z஋Ͱ͋Δɻ
ITϋʔυ΢ΣΞετοΫʗ෇ՃՁ஋
ʢର਺஋ʣ
*5ιϑτ΢ΣΞετοΫʗ෇ՃՁ஋
ʢର਺஋ʣ
ඇITࢿຊετοΫʗ෇ՃՁ஋
ʢର਺஋ʣ
ݱ஍๏ਓैۀऀ਺ʗࠃ಺ैۀऀ
਺